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増加・多様化する在留外国人
－「ポスト中国」の新段階の変化に着目して－

山下清海
筑波大学生命環境系

1970年代以降，日本では在留外国人が増加し，国籍別の構成にも大きな変化がみられるようになっ
た。本稿では，特定の外国人集団のみに焦点を当てるのではなく，多様な在日外国人の動向を日本全
体でとらえることに努めた。とりわけ，2008年のリーマンショックおよび2011年の東日本大震災を契
機とする在日外国人を取り巻く状況の大きな変化を明らかにし，その要因について考察することを目
的とした。
第二次世界大戦後の在日外国人の動向とその背景について，第1期（1970年代以前），第2期（1980
年代～2008年），そして第3期（2009年以降～現在）に分けて検討した。特にリーマンショックおよび
東日本大震災の影響を受けた第3期は，在日外国人の状況が，これまでと大きく異なる新しい段階に
入ったことを指摘した。すなわち日系ブラジル人の減少，および「ポスト中国」として，ベトナム人，
ネパール人などの留学生・技能実習生の急激な増加がみられた。外国人ニューカマーは，ホスト社会
の日本で多様な適応戦略を採っているが，それらの中でも特徴的な中国大陸出身者が経営する「台湾
料理店」，およびネパール人の「インド・ネパール料理店」の経営の背景に借り傘戦略があることを明
らかにした。
キーワード：在日外国人，適応戦略，外国人技能実習生，留学生，借り傘戦略

Ⅰ　はしがき

法務省の在留外国人統計に比べると，国勢調査

では，調査から漏れた外国人が少なくない。しか

し，5年ごとに実施される国勢調査の結果は，経

年変化を見る場合には参考になる。2015年の国

勢調査確定結果によれば，2015年10月1日の日

本の総人口は1億2709万5000人であった。その

うち，日本人は1億2428万4000人で，2010年よ

り107万4953人（0.9％）減少し，2010年に続い

て2回連続して減少した。一方，外国人は過去

最多の175万2000人（総人口の1.4％）となり，

2010年に比べ10万4000人増加した1）。このよう

に，少子高齢化が進み，総人口が減少していく日

本において，在日外国人の存在は，ますます重要

性を帯びてきている。

在日外国人に関する研究は，近年増加してい

る。中国人，韓国・朝鮮人（コリアン），フィリ

ピン人，ブラジル人など個々の集団の日本社会

における適応様式の特色や，ホスト社会との関

係などを論じた地理学的研究が多くみられるよ

うになってきた。中国人に関して，筆者は改革

開放以後，増加した新華僑に焦点を当て，池袋

チャイナタウンを事例に考察した（山下，2010；

Yamashita, 2013；山下，2016b）。コリアンに関

しては，福本の一連の研究があり，東京と大阪の

空間的セグリゲーション（福本，2010），大阪市

生野区新今里のニューカマーなどについて考察し

ている（Fukumoto，2013；福本，2015）。また金

は，東京都新宿区の大久保地区のコリアタウンに

おける韓国人ニューカマーのエスニック戦略につ

いて明らかにしている（金，2016）。阿部（2011）

は，名古屋市のフィリピン・パブのフィリピン人

女性エンターテイナーのエスニシティについて論
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じた。日系ブラジル人に関しては，浜松市を対

象にした片岡の一連の研究がある（片岡，2005，

2014；Kataoka, 2013）。福本ほか（2015）も，三重

県四日市のブラジル人集中地区とホスト社会との

相互関係について分析している。また，池田ほか

（2014）は，茨城県常総市における日系ブラジル人

の生活について，リーマンショックおよび東日本

大震災以後の状況に焦点を当てて考察している。

上記のように，エスニック地理学の研究者の多

くは，筆者も含めて，それぞれ特定の集団に焦点

を当てて研究を深めてきた。社会学的な観点から

研究した駒井監修・佐々木編（2016）も，在日外

国人の日本社会への定着化に着目し，それぞれの

外国人集団ごとに分析している。

日本全体をみると，在日外国人は増加し，国籍

別の構成も多様化が進み，大きな変化がみられる

ようになってきた。それぞれの外国人集団には，

日本社会への特色ある適応戦略がみられる。さら

に各集団を比較すると，在日外国人に共通する適

応戦略のパターンもみられる。

本稿では，特定の外国人集団にのみ焦点を当て

るのではなく，多様な在日外国人集団の動向や適

応戦略などを日本全体でとらえることを目的とす

る。特に2008年のリーマンショックおよび2011

年の東日本大震災を契機とする在日外国人を取り

巻く大きな状況の変化を明らかにし，その要因に

ついて考察する。また，在日外国人の状況が，今

日，これまでと大きく異なる新しい段階に入った

ことを論じることにする。議論を進めるために，

まず，第二次世界大戦後の在日外国人の動向とそ

の背景について整理を行う。

Ⅱ　第二次世界大戦後の在日外国人の増加の推移

とその背景

１．第1期：1970年代以前

1945年8月の敗戦，そして1951年のサンフラ

ンシスコ平和条約の締結（1952年発効）により，

日本は主権を回復した。戦前，植民統治していた

台湾および朝鮮半島の住民は，中華民国籍，韓

国・朝鮮籍を回復した。

第二次世界大戦後，在日外国人の中で一貫して

多数を占めてきたのは，オールドカマーである韓

国・朝鮮人と中国人であった（山下，2013）。特

に韓国・朝鮮人は，2007年に中国人に抜かれる

まで在日外国人の最大の集団であった。1950年

代，60年代の韓国・朝鮮人の人口は60万人前後

を占めていた。そして，1970年代は60万人を超

えた2）。

韓国・朝鮮人に次いで多かった中国人は，中国

大陸出身者および台湾出身者に分かれる。前述し

たように台湾出身者は，戦前は日本国籍であった

が，日本の敗戦により中華民国籍を回復した。こ

のような台湾人は，当時，「新華僑」とも呼ばれ

た（須山，1955：87-101）。現在，一般的に用いら

れている「新華僑」は，中国の改革開放政策以後，

海外に渡って行った中国人を指している。日本政

府が中華人民共和国を中国の唯一の政府と認めた

1972年の日中国交正常化前後から，台湾出身者あ

るいは中華民国を支持する中国大陸出身者の日本

への帰化が増加した。これにより，中国籍の人口

が一時減少した。1971年に52,333人であった在日

中国人は，1973年には46,642人に減少した3）。

1970年の在日外国人総数（在留外国人統計）

は708,458人であったが，そのうち韓国・朝鮮人

が614,202人（総数の86.9％），中国人が51,481人

（同7.3％）であり，続いてアメリカ人が19,045

人（同2.7％）であった。韓国・朝鮮人および中

国人のオールドカマーのみで，在日外国人総数の

94.2％を占めいたことになる。

２．第2期：1980年代～2008年

1980年代に入り，新来の外国人すなわちニュー
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カマーが多くなるとともに，在日外国人人口は急

増し，国籍の多様化も進んだ。ニューカマーの中

には，中国大陸・台湾・香港出身の中国人，韓国

人，ブラジル・ペルーなどの南アメリカ出身者，

フィリピン・ベトナム・タイ・ミャンマーなどの

東南アジア出身者，インド・ネパール・パキスタ

ンなどの南インド出身者などが多く含まれた（山

下，2013）。

1980年代，バブル経済の好景気の下，労働力

が不足し，外国人労働者に依存せざるを得ない状

況が出現した。これに伴い外国人の不法就労や不

法残留4），さらには犯罪が目立つようになり，外

国人に対する取り締まりの強化を求める世論も高

まった。図1は，1984年以降の在留外国人の人口

の推移をまとめたものである。

以下，第2期に増加がみられたパキスタン人，

イラン人，インドシナ難民，日系ブラジル人など

の例をまとめておく。

１）不法就労・不法滞在者の増加

（1）じゃぱゆきさん

1970年代後半から，フィリピン，タイなど東南

アジア出身の女性が観光ビザなどで来日し，不法

に風俗業などに従事する例が増えた。1980年代

に入ると，彼女らは「じゃぱゆきさん」（「ジャパ

ゆきさん」とも表記）と呼ばれるようになった5） 

（臼杵，1983；山谷，1985）。

来日するフィリピン人女性の大きな特色は，
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図1　在留外国人の人口の推移（1984～2015年）
2011年以前は外国人登録者数，2012年以降は在留外国人数である．中国には台湾を含む．
 （「在留外国人統計」各年版および法務省ホームページ「在留外国人統計表」により作成）
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「興業」の在留資格を得ていることである。すな

わちエンターテイナー，多くはダンサーとして3

カ月から6カ月間の日本滞在の娯楽就業契約を結

んでいた。しかし，来日後，売春行為に従事した

り，あるいは強制的に従事させられたり，不法滞

在などにより，強制送還される者も多かった。来

日するフィリピン人エンターテイナーは1982年

に9,125人であったが，1986年には26,029人とな

り，1990年には42,867人に達した（バカレス著，

山田訳，1996）。

日本は，1980年代半ばから2005年まで，フィ

リピンから大量の興業労働者を受け入れていた。

多い時で，年間約6～7万人の若いフィリピン人

女性が半年間の労働契約で入国し，「夜の街で働

いていた」（高畑・原，2012）。特にいわゆる「フィ

リピン・パブ」において，歌謡ショーやダンス・

ショーの主役として働いていた（阿部，2011）。

興行ビザで入国したフィリピン人女性をホステス

として働かせたキャバレーやスナックの日本人経

営者が入管法違反（不法就労助長）で，フィリピ

ン女性は入管法（資格外活動）で逮捕される例が

多発した。「興行」の実態が「接客」であること

が社会的にも広く認識されるようになった6）。

このような状況に関して，2004年6月，アメリ

カ国務省は，「日本政府は人身売買を防ぐための

努力を怠っている」と批判し，「監視対象国」に

リストアップした。この影響もあり，日本政府は，

2005年3月，法務省令改正により，フィリピンから

日本への興業労働の査証発給審査を厳格化した7）。 

これを境に興行ビザによるフィリピン人の来日者

は激減した。

しかしその後，フィリピン人女性と日本人男性

との婚姻が多くなり（高畑，2016），図1で示し

たように在日フィリピン人の人口は増加し，2012

年，ブラジル人を追い越し，日本で第3の外国人

集団となった。

（2）韓国人ニューカマーの増加　

在日外国人の中で，韓国・朝鮮籍者は，2007

年に中国籍者が上回るまで，日本における最大の

外国人集団であった。後述する韓国人ニューカ

マーが増加するまで，第二次世界大戦後，朝鮮半

島出身者の多くは，特別永住者として日本に在留

した。高齢化に伴い自然減が進む一方で，帰化者

が増加し，1980年代～1990年代初期まで70万人

近かった韓国・朝鮮籍者は，その後，減少の一途

をたどった。1980年代後半以降，韓国人ニュー

カマーが増加したにもかかわらず，オールドカ

マーとニューカマーを合計した韓国・朝鮮籍者は

減少を続けた。

韓国人ニューカマーの増加は，韓国側のプッ

シュ要因によるところが大きい。すなわち，韓国

における観光目的の旅券発行の緩和（1983年），

海外旅行の自由化措置（1989年），通貨危機（1997

年）などである。その後の韓国人ニューカマーの

増加は，日本で起こったいわゆる韓流ブームがプ

ル要因となっている（金，2016）。

東京都新宿区の大久保地区は，1980年代以降，

韓国，中国，東南アジアからのニューカマーによ

りエスニックタウン化が進んでいたが，筆者は，

1997年，この地区を「大久保エスニックタウン」

と命名した（山下ほか，1997）。その後の韓流ブー

ムの隆盛は，大久保エスニックタウンのコリアタ

ウン化を進展させた。しかし，後述するように，

2011年の東日本大震災以降，ベトナム人やネパー

ル人，さらには各国のイスラム教徒などの増加に

伴い，大久保地区の多様なエスニック集団による

エスニックタウンとしての特色が強まっている。

（3）パキスタン人

1980年代，日本が空前の人手不足の状況に陥っ

た際，外国人労働者に対する「開国／鎖国」論争

が起こった。その時に，外国人労働者の代表とし
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てイメージされたのは，容貌から外国人であると

容易に判別がつくビジブル・マイノリティ（visible 

minority）であるパキスタン人やバングラデシュ

人であった。パキスタン人およびバングラデシュ

人は， 1980年代末に増加した。両国は日本との間

でビザ相互免除国の協定を締結していた（1989年

停止）。このため，観光目的等で来日後，バブル

経済下の日本で容易に働く場を見つけることがで

きた。パキスタン人は，ニュ－カマーの中でもっ

とも自営業進出に成功した（福田，2012：221）。

パキスタン人の就業の特色として，日本製中古

車の輸出があげられる。福田（2013）にもとづい

て，パキスタン人の中古車貿易業への進出の経緯

を概略する。1975年，あるパキスタン人が日本

で中古車輸出ビジネスを始めたのが契機となっ

た。その後，パキスタンだけでなく，ニュージー

ランド，オーストラリア，さらには南アメリカに

も日本製中古車を輸出するようになった。1995

年，日本に寄港中の船員が携行品（手荷物）とし

て日本製品を持ち帰ることができるようになり，

この「旅具通関」という特殊な輸出形態を用いる

ことにより，ロシア人船員向けの中古車貿易が一

気に活気づいた。これにともない，新潟，富山な

どの日本海沿岸の貿易港周辺に多くのパキスタン

人が，店舗を構えて，ロシア人と中古車輸出の相

対取引を行うようになった（浅妻・福田，2014）。

なかでも富山県射水市の国道8号線周辺には，

パキスタン人が経営する中古車販売店が集中して

いる（図2）。伏木富山港は極東シベリアの北洋

材の輸入港であるが，ロシアへの帰りに日本の中

古車を買い入れることから中古車輸出が始まっ

た。

2009年，ロシアが自動車関税を大幅に引き上

げ，ロシア向けの輸出は一時大きな打撃を被っ

た。パキスタン事業者が減少する中で，ロシア人

が中古車輸出ビジネスに参入し，ロシア向け輸出

では，富山が突出した存在となっている（福田

編，2013：108-109）。2014年の筆者の調査時にお

いても，多数の中古車販売店，富山モスク（図3），

パキスタン料理店，イスラム学校（トヤマ イン

ターナショナル イスラメック スクール）などが

集積した地区が形成されていた。

伏木富山港周辺の業者の仕出港は，ロシア向

けは伏木富山港から，アフリカ・中東向けは名

古屋港か横浜港からと使い分けている（福田編，

2013：108-109）。パキスタン人の中古車輸出業は，

グローバルかつトランスナショナルなムスリム・

ビジネス・ネットワークにより，日本製中古車は，

図2　パキスタン人経営の中古車販売店（富山県射水市）
 （2014年9月撮影）
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東南アジア，南アジア，西アジア，アフリカ，オ

セアニア，南アメリカなどに輸出されている（福

田編，2013）。

中古車輸出業に従事するパキスタン人は，中古

車を入手しやすい地区に集中する傾向がある。そ

の一つが埼玉県南東部の八潮市である。中古車

輸出に係るパキスタン人が多く集まる八潮市は，

「海のないパキスタン」あるいは「ヤシオスタ

ン」と呼ばれるようになった8）。「～スタン」に

は「国・地域」という意味がある。

（4）イラン人

1988年にイラン・イラク戦争が終結し，イラ

ンの経済状態が悪化すると，出稼ぎ目的に来日す

るイラン人が急増した。日本とイランは，1974

年にビザ相互免除協定を締結しており（1992年

停止），これを利用して来日したものである。

1990年7月に764人であった在日イラン人は，

1991年5月に10,915人となり，1992年5月には

最多の40,001人にまで増加した（倉，1996：235-

237）。当時，東京の上野公園と代々木公園は，イ

ラン人が集合する場となり，違法なテレホンカー

ドの販売が横行した。また，麻薬の密売に係るイ

ラン人もみられ，警察や入国管理局の取り締まり

が強化された。これにより，1992年，日本はイ

ランとのビザ相互免除協定を「一時停止」とする

措置を取った。

イラン人が上野公園に急激に増えたのは，1991

年5月初めであった。なかには上野公園に寝泊ま

りしているイラン人も現れた。それ以前，成田空

港のロビーで寝泊まりするイラン人が増加し，新

東京国際空港公団がロビーから追い出した結果，

上野公園に集まりだした9）。そして，上野公園や

アメ横周辺で，変造テレホンカードの販売を行う

者が目立つようになった10）。

（5）インドシナ難民

これまで検討してきた不法就労のアジア人とは

異なるが，1970年代後半以降，ベトナムを中心

とするインドシナ難民も日本に滞在するように

なった。日本に上陸したインドシナ難民は，大村

難民一時レセプションセンターが1982年に開設

（1995年閉鎖）されるまで，各宗教団体等の民間

の一時滞在施設に入所した。ベトナムからの難民

が日本へ初上陸したのは1975年であった。難民

の多くは，アメリカやカナダなどへの第三国定住

を望んでいた。1978年，日本政府は日本に定住

を希望する者に対して定住の許可を与える方針を

打ち出した。日本定住希望者は，定住促進セン

ターや国際救援センターへ入所し，日本語教育や

社会生活への適応訓練を受けた。定住促進セン

ターは姫路市（開設期間，1979～1996年）と大

和市（同，1980～1998年）に設置された。

インドシナ難民やその家族が多く居住する公共

団地としてよく知られているのが，大和市と横

浜市泉区にまたがるいちょう団地である（図4）。

大和定住促進センターは1975年の南ベトナム共

和国崩壊により，大量に難民となったベトナム・

ラオス・カンボジア人を受け入れるため，政府に

図3　富山モスク（富山県射水市）
閉業したコンビニエンスストアの敷地・建物を再利用．
 （2014年9月撮影）
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よって1979年に大和市南林間に開設された。同

センターでは1998年に閉所するまで2,090人が日

本語教育を受け，1,045人が斡旋によって就職し，

社会に巣立っていった11）。1978年から受入が終

了した2005年末までのインドシナ難民定住受入

れ数は11,319人であった。近年ではほとんどが

「合法出国計画」による家族再会のための受け入

れであった12）。

また，ミャンマー（ビルマ）では，1988年，

全国的な民主化要求デモにより26年間続いた社

会主義政権が崩壊した。しかし，軍事クーデター

により軍が政権を掌握する結果となった。軍の民

主化運動の弾圧から逃れるために海外に脱出する

ミャンマー人が増加し，日本において東京都新宿

区高田馬場周辺にミャンマー人コミュニティが形

成され，ミャンマー料理店が集積するようになっ

た（図5）。

２）日系ブラジル人，外国人技能実習生，およ

び留学生の増加

（1）日系ブラジル人

日本政府は，1989年，入管法を改正（1990年

施行）し，外国人に対する取り締まりを強化する

一方で，日系人の子孫（三世まで）に対しては，

「定住者」の在留資格を新設した。「定住者」は，

あらゆる職種への就労が可能である。日系三世ま

での日系人およびその家族が，「定住者」や「日

本人の配偶者等」などの在留資格により，ブラジ

ル，ペルーなどの出身の日系人が日本に居住し就

労するようになった（片岡，2012）。これら日系

人は製造業の労務作業に多く集中し，就労先を斡

旋するブローカーや人材派遣業社に依存する傾向

が強いのが特色である（片岡，2012；池田ほか，

2014）。

在留外国人統計によれば，ブラジル人は2005

年に30万人に達した後，2008年のリーマンショッ

クが起こるまで増加を続けた。リーマンショック

後の経済不況により，ブラジルへ帰国する者が増

加し，ブラジル人口は急速に減少し，法務省の発

表では2016年6月末には176,284人になった。

（2）外国人技能実習生

日本では，バブル経済期の1980年代後半，不

法就労者という形で外国人労働者の受け入れが始

図4　神奈川県営いちょう団地 
　（横浜市泉区上飯田町）

 （2016年3月撮影）

図5　 東京新宿区の JR高田馬場駅近くのミャン
マー料理店

　日本人向けの代表的なメニューは，ミャンマーの大
衆的な麺料理モヒンガーである．
 （2015年6月撮影）
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まった。しかし，日本政府は，外国人単純労働者

は受け入れないという基本方針をとっていたため，

ブルーカラーに従事する労働者の受け入れは，日

系人という身分に基づく者か，技能研修・実習と

いう活動目的による研修生という二つの入口しか

開放されていなかった。上林（2015：121）は，外

国人技能実習生制度を，一時的外国人受け入れ制

度と捉えている。同制度とは，定住化を防ぎつつ

外国人労働者を短期的に受け入れる制度である。

外国人技能実習制度は，1993年，発展途上国

への技能移転を目的に設立され，特定された職種

に従事している外国人を受け入れ，1年間は研修

生として，技能検定試験の基礎2級合格後は，技

能実習生として合計3年間の研修・就労を行う制

度であった。本来の目的が技術移転であったた

め，受入業種は，製造業（繊維関連，機械・金属

など）や農業・漁業，食品製造，建設関連などに

集中した。研修生・実習生の送出国は中国が多

く，2007年度には全体の79.4％を占めた（上林，

2015：121-127）。

この制度では，研修期間中は研修生で，労働者

とはみなされなかったので，外国人研修制度とい

う意味合いを持っていたが，2010年の制度改正

で，技能習得期間のうち実務に従事する期間はす

べて労働者として扱われるようになり，外国人技

能実習生と呼ばれるようになった。

（3）留学生の増加

1983年，中曽根康弘首相の下で，「留学生受入

れ10万人計画」13）が始まった。10万人という数

字は，当時アメリカが約31万人，フランスが約12

万人，イギリスおよび西ドイツがそれぞれ約6万

人という留学生を受け入れている実態を踏まえた

もので，21世紀初頭にはフランス並みの留学生を

受け入れることを想定したことによる。しかし，

実際に留学生数が10万人に達したのは2003年で

あった。1980年代に留学生が増加した主要な要因

は，日本語学校で学ぶ私費就学生に対する入国管

理局のビザ申請審査の規制緩和が行われたためで

ある（茂住，2010）。出稼ぎ目的の就学生の増加

により，不法就労や不法残留などが目立つように

なった。これに伴い，入国管理局のビザ資格審査

が厳格化されると，留学生の増加は鈍化した。

2000年以降に再び増加に転じたのは，1996年

の身元保証人制度撤廃，1998年に留学生のアル

バイト制限が1日4時間という規制から週28時間

という柔軟な規制になったこと，1999年，1年

更新であった留学ビザが2年更新になったこと，

2000年には大学・適正日本語学校（不法残留率

が5％以下の日本語学校）には申請書のみで在留

資格認定書を発給するという大幅な規制緩和が

次々に行われたことが大きい（茂住，2010）。

経営の苦しい私立大学では，留学生枠を広げ，

特に中国人留学生の募集を積極的に行うように

なった。大幅な定員割れに追い込まれた山形県酒

田市にある私立酒田短期大学は，2000年から中

国人留学生を本格的に受け入れ始めた。2001年

12月現在，同短大の在籍学生352人のうち339人

が中国人留学生であった。2001年，酒田短大の

中国人留学生約200人が，生活費などを稼ぐ目的

で，東京などの首都圏で生活していることが明ら

かになり，大きな社会問題になった14）。また，山

口県萩市の萩国際大学でも，合格した中国人約

180人が「勉強に専念できる経済力があるのか疑

問」などの理由で在留資格が認められず，入学で

きないという問題も発生した15）。

中国人留学生・就学生を巡る問題として，2003

年に福岡一家4人殺人事件が発生した。中国人留

学生・就学生3人が，福岡市の家屋に浸入し，小学

生の兄妹を含む一家4人を殺害したものである16）。 

この事件の影響で，就学・留学ビザの発給審査が

厳格に行われるようになった。
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Ⅲ　第3期（2009年以降～現在）における在日

外国人を取り巻く状況の変化

１．リーマンショックおよび東日本大震災の影響

1986年から続いたバブル景気が，1991年に崩

壊して以後も，低賃金で働く外国人労働力へ依存

した日本の経済体制は維持された。在留外国人統

計によれば，1990年には1,075,317人であった在

日外国人は，2007年には2,152,973人となり倍増

した。

しかし，2008年9月のリーマンショックは，在

日外国人に大きな影響を与えた。とりわけ製造業

の分野に多く従事していたブラジル人は，経済不

況下で企業から解雇され失業し，ブラジルへ帰国

する者が増加した。2007年に316,967人であった

ブラジル人は，2009年には264,649人にまで減少

し，2012年には20万人を割り，在留外国人の中

で，中国，韓国・朝鮮に次ぐ第3の地位にあった

ブラジル人は，フィリピン人（202,985人）に抜

かれて第4位となった。2014年には，175,410人

にまで減少した17）。

2011年3月に発生した東日本大震災および福島

第一原子力発電所事故の影響により，日本に滞在

していた多くの外国人が帰国した。なかでも中国

人の技能実習生や留学生が，地震や放射能汚染に

対する恐怖のために帰国し，その一部は再来日

しなかった。1976年以降，毎年増加を続けてい

た中国人は，2010年，678,391人であったが，翌

2011年には初めて18,512人減少し，668,644人と

なった18）。その後，在日中国人は微増を続けたが，

この東日本大震災を契機に，留学生や技能実習生

にとって，日本の吸引力の勢いに陰りが見え始め

たということができる。それまでの留学生および

技能実習生では，中国人が極めて重要な役割を占

めていた。しかし，2008年のリーマンショック

および2011年の東日本大震災を契機に，中国人

人口が停滞傾向を示すことになった。このため，

留学生を受け入れる日本語学校や技能実習生を受

け入れる団体・企業は，引き続き中国人へ依存す

ることへ不安を抱くようになり，中国に代わる新

たな供給源を求めるようになった。本稿では，こ

のような現象を「ポスト中国」と呼ぶことにする。

「ポスト中国」で期待されたのは，ベトナムと

ネパールである。「在留外国人統計　平成24年

版」によれば，2011年にはベトナム人は44,690

人，ネパール人は20,383人であった。2016年6月

末には，ベトナム人は175,744人，ネパール人は

60,689人となり，大幅に増加している19）。

表1は，中国・フィリピン・ベトナム・ネパー

ルの国籍者のおもな在留資格別の特色をみるため

に作成したものである。「技能実習」では，中国

が全体（133,210人）の66.9％（89,086人）を占

め圧倒的に多い。中国に次いで多いのがベトナム

である。在日ベトナム人の急増の大きな理由は，

技能実習生の増加によるものである。ネパール人

の場合，在留資格全体の37.0％が留学であり，ネ

パール人の増加は，日本語学校の留学生が大きな

表1　 中国・フィリピン・ベトナム・ネパール
国籍者の主な在留資格別割合

国　籍 総　数 技能実習 留学 日本人
配偶者等

中国　 665 ,847 
（100 .0）

89 ,086 
（13 .4）

108 ,331 
（16 .3）

34 ,010 
（5 .1）

フィリピン 229 ,595 
（100 .0）

17 ,740 
（7 .7）

1 ,314 
（0 .6）

27 ,701 
（12 .1）

ベトナム　 146 ,956 
（100 .0）

26 ,137 
（17 .8）

49 ,809 
（33 .9）

2 ,182 
（1 .5）

ネパール　 54 ,775 
（100 .0）

247 
（0 .5）

20 ,278 
（37 .0）

549 
（1 .0）

総数　 2,232,189 
（100 .0）

133 ,210 
（6 .0）

246 ,679 
（11 .1）

140 ,349 
（6 .3）

 （　）は％を示す．
　技能実習は，技能実習の1号イ・ロおよび2号イ・ロ
の合計を示す．
 （在留外国人統計〔2015年12月末〕により作成）
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地位を占めている。「日本人配偶者等」の在留資

格の保有者では，中国籍者に次いでフィリピン籍

者が多い。 

２．「ポスト中国」としてのベトナム人・ネパー

ル人の増加

前述したように東日本大震災による福島第一原

子力発電所事故の発生で放射能汚染を案じ，急遽

中国へ帰国した留学生や技能実習生が続出した。

その結果，日本における中国人留学生数は，一時

減少した。その後，その数は回復したものの，東

日本大震災前のような増加の勢いはなくなった。

中国の経済発展により，中国人の所得が増加す

るのに伴い，円安が続く日本は，出稼ぎ先として

の人気に陰りがみられるようになった。海外へ留

学する中国人の数が急増する中で，欧米や英語圏

への留学希望者が多くなり，日本への留学希望

は，相対的に停滞傾向にある。また，韓国人留学

生や台湾留学生も減少または停滞している。そこ

で，国内の日本語学校は，中国人留学生に代わる

新たな留学生供給国を求めるようになった。

技能実習生を受け入れる団体・企業において

も，以前に比べると優秀な人材が減少してきたと

の共通の認識を持っている。このことを反映し

て，技能実習生においても，中国に代わる新たな

供給源が求められるようになった。

日本語学校が「ポスト中国」の留学生の募集に

力を入れたのが，ベトナムとネパールである。図
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図6　日本における外国人留学生在籍者数の推移（2005～2015年）
 （独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）による外国人留学生在籍状況調査結果により作成）
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6をみると，2010年以降，ベトナム人およびネパー

ル人留学生が急増していることがわかる。ベトナ

ム，ネパールなどの留学生の増加の要因として，

2020年を目処に30万人の留学生を受け入れると

いう留学生30万人計画がある。このため，留学

ビザの審査基準が緩和されている。

ベトナム・ネパール両国とも，中国・台湾・韓

国と異なり非漢字文化圏である。ベトナム人留学

生およびネパール人留学生にとって，漢字文化園

出身の留学生に比べると，高度な日本語能力の取

得は容易ではない。このため，例えば2年間の日

本語学校の修了後，希望通り日本の評価の高い大

学へ進学できる者は少ない。来日時には，送り出

し側の日本留学斡旋エージェントに対して多額の

費用を支払い，また来日後は日本語学校の入学

金・授業料，日本での生活費（学生寮費ほか）な

どが必要である。このために，来日前に多額の借

金をした者がほとんどである。2年間の日本滞在

では，アルバイトをして借金を返し，なおかつ貯

金をすることは困難であり，日本滞在期間を延長

して収入を得なければならない状況にある。

そこで，比較的入学が容易な一部の私立大学や

専修学校へ進学するネパール人・ベトナム人が多

い。定員確保に悩む大学は，経営維持のために，

積極的に外国人留学生を受け入れている。大学進

学が困難な留学生の中には，専門学校へ進む者も

おり，卒業後，料理店の経営・労働で日本に滞在

し，一部の者は難民認定を申請することにより，

日本滞在を延長する者もいる。

ここで注目されるのは，福岡県におけるネパー

ル人およびベトナム人の著しい増加である。表2

は，在日ネパール人および在日ベトナム人の主な

都県における人口の推移（2012～2015年）を示

したものである。ネパール人の場合，2015年に

おいて，東京都に次いで多いのが福岡県である。

また，福岡県の在留ベトナム人も，2012年末に

は1,664人であったが，2015年には5,659人とな

り，3年間で3.4倍増えている。

一般社団法人日本語教育振興協会のホームペー

ジによれば，福岡県には20校の日本語教育機関

が登録されている（2016年7月現在）。このうち，

福岡市に14校，北九州に2校がある。福岡県の日

本語教育機関においては，ネパールおよびベトナ

ム出身の学生の割合が高い。日本語学校の例を

みると，福岡市のA校は，2016年7月現在，在籍

学生562人のうち，ベトナム人が241人（総数の

42.9％），ネパール人が229人（同40.7％）で，両

者を合わせて総数の83.6％を占め，そのあとに中

国人42人（同7.5％）であった。福岡県の他の日

本語学科も同様に，ネパールおよびベトナムから

表2　 在日ネパール人および在日ベトナム人の主な都県における人口の推移（2012～2015年）

在日ネパール人 在日ベトナム人
2012年 2013年 2014年 2015年 2012年 2013年 2014年 2015年

東京 8 ,802 10 ,886 14 ,671 18 ,869 4 ,816 9 ,676 15 ,036 22 ,510
福岡 1 ,567 2 ,964 4 ,117 4 ,876 1 ,664 3 ,145 4 ,044 5 ,659
愛知 2 ,387 2 ,760 3 ,247 4 ,062 5 ,177 6 ,621 9 ,140 13 ,130
千葉 1 ,511 2 ,026 2 ,807 3 ,509 2 ,199 3 ,480 5 ,516 8 ,920
神奈川 1 ,419 1 ,852 2 ,468 3 ,446 6 ,377 7 ,236 8 ,693 11 ,087
埼玉 1 ,253 1 ,584 2 ,148 2 ,862 4 ,118 3 ,480 7 ,856 11 ,221
全国 24 ,071 31 ,537 42 ,346 54 ,775 52 ,367 72 ,256 99 ,865 146 ,956

 （各年12月末）
 （法務省在留外国人統計により作成）
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の留学生の受け入れに重点を置いている（図7）。

日本全体でみても，ベトナム人，ネパール人な

どの増加は，留学生に限らない。これまで，中国

人が圧倒的に多数を占めていた技能実習生にお

いても，「ポスト中国」への対応がみられる。す

なわち，これまでの中国人依存から，ベトナム，

ミャンマーなどの東南アジア出身者やネパール人

などの南アジア出身者の受け入れが増加してい

る。筆者らが調査した茨城県大洗町の水産加工業

では，日系インドネシア人および中国人の技能実

習生による労働力に大きく依存してきた。しか

し，中国の経済発展に伴い，優秀な人材の確保が

難しくなり，さらに東日本大震災による中国人の

集団帰国もあり，今後のことを考慮し，新たにベ

トナムやネパールからの技能実習生の導入がみら

れる（金ほか，2016）。

また茨城県では，これまで同県の農業で重要な

役割を果たしてきた技能実習生の供給元であった

中国に代わる国として，ベトナムに期待を寄せて

いる。2012年11月，茨城県の橋本知事は，ベト

ナム大使に同国からの農業実習生の受け入れを要

請した。JA茨城県中央会では，「日中関係が緊張

し，急に皆帰ってしまったら困る。中国一辺倒で

はなく，いろいろな国からの受け入れが必要だ」

と述べている20）。

外国人技能実習生の人件費は日本人に比べて安

く，また労働条件の悪い人手不足の現場に投入さ

れることが多いため，実習先から失踪する外国

人技能実習生が増加している。法務省によると，

外国人技能実習生の失踪者は2014年には4,847人

であったが，2015年には5,803人になった。国別

にみると，中国人が3,116人で最も多く，次にベ

トナム人1,705人，ミャンマー人336人と続く21）。

ベトナム人の失踪者が多い原因として，インター

ネットのSNSの普及により，同胞間で頻繁に情

報交換が行われており，より条件のよい職場を求

めて失踪する例が多いという22）。

Ⅳ　日本社会への適応 

－在日外国人の借り傘戦略の事例－

在日外国人が増加する中で，外国人ニューカ

マーは，ホスト社会である日本社会で適応してい

くためにさまざまな適応戦略を採っている（矢ケ

﨑，2008）。本章では，在日外国人の最大の集団

である中国人と，最近急増しているネパール人の

二つの具体的な事例を取り上げる。

中国人にとって，日本において中国料理店の経

営は最も重要な就業の一つであるが，都市中心部

においては，中国人同士で競争が激しい。このた

め，遅れて来日した中国人にとっては，新たな適

応戦略が求められる。その一つが，「台湾料理店」

の経営である。

一方，ネパール人は，在日外国人の中でもマイ

ナーな存在であり，来日時期も遅かった。このよ

うなネパール人の代表的な就業形態が「インド・

ネパール料理店」の経営である。

中国大陸出身者の「台湾料理店」の経営および

図7　福岡市南区大橋におけるネパール料理店
　付近にはネパール人留学生が多い日本語学校がある．
この店は，東京都新宿区大久保にある本店の福岡支店
である．
 （2016年9月撮影）
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ネパール人の「インド・ネパール料理店」の経営

は，借り傘戦略の典型例といえる23）。

本章では，多様な在留外国人が，ホスト社会で

ある日本で生活していくためにさまざまな適応戦

略を採っていることを，借り傘戦略の事例を通し

て具体的に検討する。 

１．中国大陸出身者が経営する「台湾料理店」

近年，特に2000年代以降，全国各地で「台湾

料理」の看板を掲げた中国料理店が多く見られる

ようになった。このような「台湾料理店」は，市

街地よりも郊外で多くみられる。閉業したコンビ

ニ店や料理店の跡に開業する例が目立つ（図8）。

また，「台湾料理店」の経営者には，黒竜江省を

はじめとする中国東北地方出身者が多く，経営者

と従業員は，家族・親類や同郷の者など，血縁・

地縁関係者である。これら「台湾料理店」のメ

ニューは，いずれもセットメニュー（定食）の種

類が豊富で，安価であり，またボリュームが多く，

代表的な麺類が「台湾ラーメン」であるという共

通点がみられる（図9）。

では，中国東北地方出身者が，「中国東北料理

店」でなく，なぜ「台湾料理店」の看板を掲げる

借り傘戦略を採るのであろうか。在日の新華僑に

この疑問を尋ねると24），誰もが異口同音に「台湾

のブランド力の利用」だと答える。日本人相手に

中国料理店を経営する場合，「中国大陸」よりも

「台湾」という看板の方が，日本人の信頼度が高

いと経営者らは考えているという。日本では，中

国の食品偽装などの問題がしばしば報じられてお

り，中国の食品に対する日本人の信頼度の低さを

考慮して，「台湾料理店」の看板を掲げているの

である。同様に中国大陸出身の新華僑が「香港料

理」の看板を掲げて経営している例もよくみられ

る。

「台湾料理店」を強調するシンボル的なメ

ニューが「台湾ラーメン」である。台湾を代表す

る麺料理は，牛肉麺や担仔麺（繁体字では擔仔麵）

がある。しかし，台湾には「台湾ラーメン」はな

い。台湾ラーメンは，1970年代，名古屋市の台

湾料理店「味
み

幸
こう

」の台湾人店主が，台南名物の担

仔麺を元に，豚挽肉，ニラ，唐辛子を用いて，賄

い料理として作ったのが起源とされている25）（図

10）。中国人経営者が自分の出身地とは異なる地

域の料理店の看板を掲げる同様の借り傘戦略は，

各地でみられる26）。図8　中国東北地方出身者が経営する「台湾料理店」
 （茨城県土浦市，2016年10月撮影，一部モザイク修正）

図9　「台湾料理店」（図8）の台湾風キムチ飯定食
　右端が台湾ラーメン．そのほかキムチ飯，豚のから
揚げ，ダイコンの千切り，杏仁豆腐，漬物．定価880円
である．
 （茨城県土浦市，2016年10月撮影）



14

－262－

２．ネパール人の「インド・ネパール料理店」

の経営

次に，近年増加が著しい在日ネパール人の借り

傘戦略の例として，ネパール人による「インド・

ネパール料理店」の経営について考察する。

ネパールの2001年国勢調査により，国民の宗

教をみると，ヒンドゥー教徒が80.6%，仏教徒が

10.7%，イスラム教徒が4.2%などとなっている27）。

一方，インドの場合，2011年国勢調査ではヒン

ドゥー教徒が79.8％，イスラム教徒が14.2％を占

め28），国民の約8割がヒンドゥー教徒である点は，

ネパール，インド両国に共通している。

日本におけるネパール人の増加に伴い，「イン

ド・ネパール料理店」を全国各地で見かけるよう

になってきた（図11）。「インド・ネパール料理

店」という看板を掲げながら，店内で働いている

のはネパール人という例が多い。日本ではネパー

ルは馴染みが少なく，マイナーであるネパール料

理では，日本人客を引き付けるのが困難であるた

めに，日本ではよりメジャーである「インド料理

店」の看板を借用した借り傘戦略が採用されたの

である。

このような「インド・ネパール料理店」では，

インドの国旗とともにネパールの国旗を掲げる場

合も少なくない。「インド」を前面に出しながら

も，自分たちが「ネパール人」であることを主張

したい意志の表れと言える。

ネパールの代表的な家庭料理は，ダルバート・

タルカリである（図12）。ダルは豆のスープ，バー

トは炊いたご飯で，タルカリは野菜のおかずのこ

とである。「インド・ネパール料理店」の日本人

図11　インド・ネパール料理店（北九州市小倉区）
　右側にインド国旗，左側にネパール国旗が掲げられ
ている．
 （2015年9月撮影）

図12　 ネパールの代表的な家庭料理，ダルバー
ト・タルカリ

ダル（豆のスープ）とマトンのカレーのセット，1,000円．
 （東京都新宿区早稲田のネパール料理店， 

2016年7月撮影）

図10　 名古屋の中国台湾料理店「味仙」の台湾
ラーメンのメニュー

 （「味仙」名古屋うまいもん通り支店，2016年9月撮影）
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客の多くは，インド式にカレーとナンを注文す

る。ネパール人が急増している福岡市には，ネッ

ト上で「ネパール料理店」を検索すると17軒が

ヒットし（2016年9月現在）29），それらのうち「イ

ンド・ネパール料理」でなく「ネパール料理専門」

であると紹介されている店は5軒であった。

Ⅴ　むすび

日本全体をみると，在日外国人の人口は増加

し，国籍別の構成にも大きな変化がみられるよう

になってきた。それぞれの外国人集団には，日本

社会への特色ある適応戦略がみられる。さらに各

集団を比較すると，在日外国人に共通する適応戦

略パターンもみられる。

近年，在日外国人が増加する中で，本稿では，

特定の外国人集団に焦点を当てるのではなく，多

様な在日外国人の動向を日本全体でとらえること

を試みた。とりわけ，2008年のリーマンショッ

クおよび2011年の東日本大震災を契機とする在

日外国人を取り巻く大きな状況変化を明らかに

し，その要因について考察した。

まず，第二次世界大戦後の在日外国人の動向と

その背景について，第1期（1970年代以前），第

2期（1980年代～2008年），そして第3期（2009

年以降～現在）に分けて検討した。特にリーマン

ショックおよび東日本大震災の影響を受けた第3

期は，在日外国人の状況が，これまでと大きく異

なる新しい段階に入ったことを指摘した。日系ブ

ラジル人の減少，「ポスト中国」として，ベトナ

ム人，ネパール人などの留学生・技能実習生の急

激な増加がみられた。

外国人ニューカマーは，ホスト社会の日本で

多様な適応戦略を採っている。他の集団より遅

れて来日した集団は，限られた就業選択の範囲

の中で，いかにして日本社会で経済活動を行って

いくかの戦略を工夫する。それらの代表的な例と

して，中国東北地方出身者が「台湾料理店」を経

営する例，およびネパール人が日本においてより

メジャーである「インド」のイメージを利用して

「インド・ネパール料理店」を経営する借り傘戦

略の例について考察した。

［付記］

本稿は，科学研究費・挑戦的萌芽研究（課題番号
26580140，2014～2016年度）「エスニック集団のホスト
社会への適応における借り傘戦略の実証的・理論的研
究」（研究代表者：山下清海）による成果の一部である。
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